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第１章 経営戦略改訂の趣旨 

 本市では、昭和 15 年 2 月に下水道事業に着手し、これまで整備してきた管

路施設の延長は、令和 2年度末現在、1,267.7 ㎞となっています。事業着手か

ら 80 年以上が経過していることから、老朽化した管きょやマンホール、ポン

プ場などの計画的な更新が必要な状況です。 

また、近年多発する集中豪雨や大規模地震等の発災時においても下水道機能

を確保するため、浸水対策や地震対策の推進も急務となっています。 

こうした中、今後は、人口の減少や節水機器の普及などによる下水道使用料

（収入）の減少が想定されることから、良好な下水道サービスを持続的に提供

することを目的として、平成 30年 7月に「川口市下水道ビジョン」を、ビジョ

ンに掲げる施策を実現するための中長期の収支計画（投資・財政計画）として、

平成 31 年 1 月に「川口市公共下水道事業経営戦略」を策定しました。 

  その後、平成 31 年 4 月 1 日から、下水道事業に地方公営企業法の規定を全

部適用したことから、企業会計方式に基づく財政収支を把握するとともに、こ

れまでの事業の進捗状況や社会情勢の変化を踏まえ、必要な改訂を行うもの

です。 

   

第２章 経営戦略の位置づけ 

  本戦略は、本市下水道事業の将来の方向性を示す基本的な計画である「川口

市下水道ビジョン」に基づき、ビジョンに掲げる施策を実現するための投資の

見通し（支出）と財源の見通し（収入）を均衡させた中長期の収支計画です。 

また、策定（改訂）にあたっては、下水道事業の各種個別計画とも整合を図

っています。 

                                     

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川口市下水道ビジョン 

川口市下水道事業の各種計画 

川口市公共下水道事業経営戦略 
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第３章 計画期間 

  計画期間は、令和元年度から令和 10 年度までの 10 年間とします。 

  なお、今回の改訂では、令和 4年度から令和 10 年度までの 7年間について 

見直しを行います。 

                                     

計   画   期   間 

令和元年度から令和 10 年度までの 10 年間 

（見直し期間：令和 4年度から令和 10 年度までの 7年間） 

                                     

第４章 事業概要 

１ 事業の現況 

 （１）施 設 

   本市では、昭和 15 年 2 月に国の認可に基づく下水道工事に着手し、昭和 

34 年 8 月に領家下水処理場において下水処理を開始しました。以後、市民 

の皆様が快適な生活を送ることができるよう、下水道（汚水）の整備を進め 

ています。 

   令和 2年度末現在、下水道処理人口は 53 万人を超え、下水道処理人口普 

及率は、87.92%となっています。 

                                     

供用開始年 

（供用開始年数） 

昭和 34 年 

（供用開始後62年） 

法適用（全部適

用・一部適用）、

法非適用の区分 

全部適用 

（平成 31 年 4 月 1 日

から） 

処理区域内人口

密度 

（令 和 2 年 度 末 ） 

124.2 人／ha 
流域下水道への

接続の有無 
有 

                                     

   本市の処理区は、2 処理区（荒川左岸南部処理区・中川処理区）であり、 

概ね、国道 122 号を境とし、西側を荒川左岸南部流域下水道、東側を中川流 

域下水道へ接続しています。 

   なお、昭和 34 年 8 月に供用を開始した領家下水処理場を終末処理場とし 

た領家単独処理区がありましたが、平成 15 年 3 月に全てを荒川左岸南部流 

域下水道へ接続し廃止となりました。以後、本市に処理場は存在しません。 

  また、広域化への取組みについては、昭和 49 年 8 月に荒川左岸南部流域 

下水道への接続、平成元年 4月に中川流域下水道へ接続するなど、複数の自 

治体で広域処理を行い、汚水処理の効率化を図っています。 
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処理区数                                   2 処理場数 無し 

 

 

 広域化・共同化・最適化の実施状況 

昭和 49 年 8 月 

荒川左岸南部流域

下水道へ接続 

 

平成元年 4月 

中川流域下水道へ

接続 

平成 15 年 3 月 

領家下水処理場を

廃止し、全て荒川

左岸南部流域下水

道へ接続 
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 （２）下水道使用料 

   現在、本市では、「一般汚水用」と「公衆浴場用」の二種類の使用料体系

を採用しています。 

  ① 一般汚水用使用料体系 

    本市の一般汚水用使用料体系は、使用水量の多寡に応じて下水道使用

料が決まる従量的な使用料体系です。 

    また、使用水量が多くなるほど単位当たり下水道使用料単価が高くな

る、累進的な使用料体系を採用しています。 

  ② 公衆浴場用使用料体系 

    本市の公衆浴場用使用料体系は、使用水量の多寡に応じて下水道使用

料が決まる従量的な使用料体系です。浴場用使用料の単位当たり下水道

使用料単価は、使用水量に関わらず一定です。 

                                     

一般汚水における下水道使用料  （単位 円） ※年度末の値 

条例上の使用料（20 ㎥あたり） 実質的な使用料（20 ㎥あたり） 

平成 30 年度 1,962 円 平成 30 年度 2,330 円 

令和元年度 1,998 円 令和元年度 2,470 円 

令和 2年度 1,998 円 令和 2年度 2,454 円 

 ※条例上の使用料とは、一般家庭における 20 ㎥あたりの使用料をいう。 

 ※実質的な使用料とは、使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20

㎥を乗じたものをいう。 

 

種 

別 

１ヵ月あたりの下水道使用料 （税込） 

 排 除 量 金額（1㎥につき） 

一 

 

般 

 

汚 

 

水 

基本料金 10 ㎥まで 975 円 70 銭 

超 

 

過 

 

料 

 

金 

10 ㎥を超え    20 ㎥までの分 102 円 30 銭 

20 ㎥を超え    50 ㎥までの分 123 円 20 銭 

50 ㎥を超え   100 ㎥までの分 144 円 10 銭 

100 ㎥を超え   200 ㎥までの分 163 円 90 銭 

200 ㎥を超え   500 ㎥までの分 184 円 80 銭 

500 ㎥を超え 1,000 ㎥までの分 206 円 80 銭 

1,000 ㎥を超え 2,500 ㎥までの分 228 円 80 銭 

2,500 ㎥を超える分 253 円 

公衆浴場汚水 1 ㎥につき 31 円 90 銭 
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 （３）組 織 

   平成 31 年 4 月に水道局と下水道部の組織統合を行いました。 

                                     

事 業 運 営 組 織 

 

上下水道総務課       （13 人） 

※部長含む 

庶務係   （6 人） 

経営企画係 （5人） 

財務課               （14 人） 上水道財務係（5人） 

下水道財務係（4人） 

契約管理係 （4人） 

料金課                （9 人） 料金係   （8 人） 

 
 
 
 
 
 
 
 

上水道維持課         （46 人） 

※部長含む 

管理係   （5 人） 

審査係   （5 人） 

検査係   （11 人） 

維持係     （23 人） 

上水道建設課         （21 人） 計画係      （5 人） 

工事第 1係  （9 人） 

工事第 2係  （6 人） 

浄水課               （13 人） 浄水管理係  （7 人） 

浄水場係    （5 人） 

下水道維持課         （30 人） 管理係      （5 人） 

排水設備係  （6 人） 

維持係     （18 人） 

下水道建設課         （18 人） 計画係      （5 人） 

工事第 1係  （6 人） 

工事第 2係  （6 人） 

ポンプ場管理センター （16 人）  

上下水道局 180 人（令和 3年 3月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

（36 人） 

（144 人） 

管

理

部 

事

業

部 
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職 員 数 

損益勘定所属職員数 61 人 

内 

訳 

管きょ部門 25 人 

ポンプ場部門 16 人 

処理場部門 － 

その他（総務・管理部門） 20 人 

資本勘定所属職員 18 人 

       計 79 人 

 ※職員数は、決算統計で報告している「損益勘定所属職員」及び「資本勘定所 

属職員」の数。 

 

 

２ 民間活力の活用等 

 （１）民間活用の状況 

   平成 17 年度から検針・収納等業務について包括的民間委託を導入してい

ます。 

また、ポンプ場の運転管理（横曽根中継・荒川町・竪前橋・里・新堀中継）

のほか、管内清掃及び管内調査、耐震診断、詳細設計など、民間委託可能な

業務については、委託することにより、業務の効率化を図っています。 

    

 

 （２）資産活用の状況 

   下水道管理用地のうち、払下げ可能な土地については、民間へ売却してい

ます。 

   なお、平成 15 年に用途廃止した領家下水処理場については、本市下水道

事業として必要な敷地のみ地上権設定を行うことにより、敷地の全てを売

却しました。 
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３ 経営比較分析表を活用した現状分析（令和 2年度決算） 

   「経営比較分析表」は、各公営企業における経営及び施設の状況を表す

「経営指標」を活用し、経年比較や類似団体との比較、複数の指標を用い 

た経営分析等を行うため、国（総務省）が定める共通様式に基づき作成・

公表しているものです。 

                            

川口市公共下水道事業（法適用） 人口（人） 607,373 

類似団体区分 Aa 面積（km2） 61.95 

管理者の情報 自治体職員 人口密度（人/km2） 9,804.25 

普及率（％） 87.92 処理区域内人口（人） 534,316 

有収率（％） 85.77 処理区域面積（km2） 43.01 

1 ヵ月 20 ㎥あたり一般

家庭使用料（円） 
1,998 

処理区域内人口密度

（人/km2） 
12,423.06 

※人口及び人口密度は令和 3年 1月 1日現在。 

※類似団体とは、公共下水道事業のうち処理区域内人口 10 万人以上かつ処理

区域内人口密度 100 人/ha 以上の団体をいう。 

※全国・類似団体平均は令和元年度の値を掲載（令和 2年度が未確定のため）。 
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 （１）経常収支比率（令和元年度全国平均値：108.07） 

                                    

              算出式（法適用企業） 

経常収支比率（％） 
経常収益

経常費用
× 100 

                                     

   経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金

等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表

す指標です。単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっている

ことが必要とされています。 

   本市においては、100％を上回っており、全国・類似団体より高い水準に

ありますが、これは、企業会計への移行に伴い、一般会計補助金として受け

入れていた繰入金が、長期前受金戻入（経常収益に計上されるもの）として

整理されたことによるものであり、実質的な経常収支比率は厳しい状況が

続いています。 

     

    

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収支比率（％） H28 H29 H30 R1 R2 

本市 － － － 116.69 110.94 

類似団体平均値 － － － 109.00 未確定 
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 （２）流動比率（令和元年度全国平均値：69.54） 

                                     

              算出式（法適用企業） 

流動比率（％） 
流動資産

流動負債
× 100 

                                     

   流動比率とは、短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。１年以内 

に支払うべき債務に対して、支払うことができる現金等がある状況を示す

100％以上であることが必要とされています。 

   本市においては、100％を下回っており、全国・類似団体より低い水準と

なっています。 

   流動負債の多くは企業債ですが、今後も建設改良のための投資は増加す

る見込みであり、厳しい状況が続くものと考えられます。 

                               

    

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流動比率（％） H28 H29 H30 R1 R2 

本市 － － － 62.57 72.05 

類似団体平均値 － － － 71.19 未確定 
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（３）企業債残高対事業規模比率（令和元年度全国平均値：682.51） 

                                     

              算出式（法適用企業） 

企業債残高対 

事業規模比率（％） 

企業債現在高合計 － 一般会計負担額

営業収益 － 受託工事収益 － 雨水処理負担金
× 100 

                                     

   企業債残高対事業規模比率とは、使用料収入に対する企業債残高の割合

であり、企業債残高の規模を表す指標です。 

   本市においては、全国的な水準よりは低いものの、類似団体より高い水準

となっており、今後も計画的な起債による企業債残高の抑制や、使用料収入

の確保に努める必要があります。 

     

    

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業債残高対 

事業規模比率（％） 
H28 H29 H30 R1 R2 

本市 － － － 645.37 630.93 

類似団体平均値 － － － 517.34 未確定 
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 （４）経費回収率（令和元年全国平均：100.34） 

                                     

  算出式（法適用企業） 

  

経費回収率（％） 

  

下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
× 100 

                                     

   経費回収率とは、汚水処理に要する経費を、下水道使用料でどの程度賄え 

ているかを表した指標であり、100％以上であることが必要とされています。 

本市においては、平成 28 年 7 月と平成 30 年 7 月の 2段階にわたる下水道 

使用料改定により改善が図られたものの、未だ 100％を下回っており、全国・ 

類似団体より低い水準にあります。 

今後も、経営の効率化による経費削減に努めるとともに、水洗化率の向上

等により使用料収入の確保に努める必要があります。 

   

    

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費回収率（％） H28 H29 H30 R1 R2 

本市 76.00 81.34 90.76 90.32 86.48 

類似団体平均値 － － － 99.89 未確定 

 ※平成 30 年度以前は地方公営企業法非適用だが、参考として掲載。使用料改 

定直前の平成 27 年度末は 66.94％。                                 

 ※令和 2 年度は総排水量（流域下水道維持管理費負担金）の増加等の影響に 

より、令和元年度比で 3.84 ポイント減となった。 
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 （５）汚水処理原価（令和元年度全国平均：136.15） 

                                     

             算出式（法適用企業） 

  

汚水処理原価（円） 

  

汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
 

                                     

   汚水処理原価とは、有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、

効率的な汚水処理が行われているかを分析するための指標です。 

   本市においては、全国的な水準よりは低いものの、類似団体より高い水準

となっています。 

   老朽化した管きょ等の更新費用は今後ますます増大が見込まれることか

ら、今後も適正な維持管理を行うとともに、ストックマネジメントの手法を

用いてライフサイクルコストの低減化・最適化を図るなど、汚水処理費の抑

制に努める必要があります。 

    

    

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水処理原価（円） H28 H29 H30 R1 R2 

本市 － － － 125.90 129.04 

類似団体平均値 － － － 112.40 未確定 
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 （６）水洗化率（令和元年度全国平均：95.35） 

                                     

 算出式（法適用企業） 

水洗化率（％） 
水洗便所設置済人口

処理区域内人口
× 100 

                                     

   水洗化率とは、処理区域内人口（下水道が整備されている区域内の人口）

のうち、実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口の割合です。 

   本市においては、全国・類似団体より低い水準となっています。水洗化率

の向上は、資産の有効活用や使用料収入確保につながることから、今後も接

続促進に努める必要があります。 

     

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

水洗化率（％） H28 H29 H30 R1 R2 

本市 94.26 94.48 94.67 94.72 94.30 

類似団体平均値 － － － 96.97 未確定 

 ※平成 30 年度以前は地方公営企業法非適用だが、参考として掲載。 

 ※令和 2年度は行政人口の減少に伴う水洗化人口の減少により、令和元年度 

比で 0.42 ポイント減となった。 
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（７）管きょ老朽化率（令和元年度全国平均：5.90） 

                                     

 算出式（法適用企業） 

管きょ老朽化率（％） 
法定耐用年数を経過した管きょ延長

下水道布設延長
× 100 

                                     

   管きょ老朽化率とは、法定耐用年数を超えた管きょ延長の割合を表した

指標であり、管きょの老朽化度合を示しています。 

   本市においては、全国・類似団体を大きく上回る水準となっています。事

業着手から約 80 年が経過しており、管きょ総延長約 1,268 ㎞のうち、法定

耐用年数を超える管きょが約 232km あるためです。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                                     

管きょ老朽化率（％） H28 H29 H30 R1 R2 

本市 － － － 17.85 18.31 

類似団体平均値 － － － 7.66 未確定 

                                     

 

 

 

 

 



 

- 15 - 

 

 （８）管きょ改善率（令和元年度全国平均：0.22） 

                                     

 算出式（法適用企業） 

管きょ改善率（％） 
改善 更新・改良・修繕 管きょ延長

下水道布設延長
× 100 

                                     

   管きょ改善率とは、当該年度に更新した管きょ延長の割合を表した指標

で、管きょの更新ペースや状況を把握するためのものです。 

   本市においては、類似団体の水準は上回っているものの、全国的な水準を

下回っており、老朽化した管きょの計画的な更新が必要です。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

管きょ改善率（％） H28 H29 H30 R1 R2 

本市 － － － 0.20 0.18 

類似団体平均値 － － － 0.16 未確定 
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 （９）全体の総括 

   本市下水道事業は、単年度の収支は黒字であり、累積欠損金も発生してい 

ませんが、下水道使用料改定後も汚水処理にかかる経費を使用料収入で賄え

ていない状況が続いており、不足分については、一般会計からの基準外の繰

入により補てんしています。 

   今後においても、経費回収率などを指標として、適正な下水道使用料につ

いて適宜検討を行うとともに、水洗化率向上への取組み等により、財政基盤

の強化を図る必要があります。 

 また、施設の更新等にあたっては、ストックマネジメント手法の活用によ 

り、施設のライフサイクルコストの縮減と費用の最適化・平準化を図ります。 

    

 

 

 

 

ストックマネジメント手法 / ストックマネジメント計画とは 

 

 …持続可能な下水道事業の実現を目的としたもので、長期的な視点から 

下水道施設全体の老朽化の進展状況を把握・評価し、優先順位づけを行 

ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、施設管理を最適 

化するための手法。また、そのために策定された計画。 
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第５章 将来の事業環境 

１ 処理区域内人口及び水洗化人口の予測 

処理区域内人口については、「第 5次川口市総合計画（後期基本計画）」に 

おける本市の人口推計を踏まえ、下水道（汚水）整備に伴う処理人口普及率 

の伸びを勘案し推計を行っています。 

また、水洗化人口については、上記により推計を行った処理区域内人口に、

水洗化率の伸びを勘案し推計を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 R1 

（実績） 

R2 

（実績） 

R10 R20 R30 

処理区域内人口（人） 532,753 534,316 556,073 570,776 577,614 

水洗化人口  （人） 504,610 503,874 527,335 542,077 549,380 
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２ 有収水量及び下水道使用料の見通し 

有収水量については、1により推計した水洗化人口に、今後の排水量の伸 

び率を勘案し算出した 1人あたりの有収水量を乗じて算出しています。 

下水道使用料については、上記により算出した有収水量と、使用料単価の 

実績により算出しています。 

水洗化人口は、行政人口の減少に伴い、令和 2年度実績で減少に転じまし

たが、下水道（汚水）整備や水洗化促進活動等により、今後は再び増加傾向

となる見込みです。 

一方、節水機器の普及や生活様式の変化などにより、1人あたりの水需要

は横ばいから減少傾向にあり、結果、下水道使用料はゆるやかな増加傾向に

なるものと見込んでいます。 

 

 

 

 R1 

（実績） 

R2 

（実績） 

R10 R20 R30 

有収水量   （㎥） 51,641,936 53,183,322 55,106,508 56,104,970 56,311,450 

下水道使用料（千円） 5,872,050 5,935,139 6,149,886 6,261,315 6,284,358 
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第６章 経営の基本方針 

   「第 5 次川口市総合計画」に掲げる基本方針の下、「川口市下水道ビジョ

ン」に掲げる理念「安全で快適なくらしを未来へつなぐ 川口の下水道」を

実現するため、「快適な生活環境の実現」「安全・安心なくらしの実現」「下

水道施設の適切な管理」「下水道事業の経営の健全化」の４つの実施方針に

基づき、下水道事業を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   具体的には、国庫補助金を活用し、経費を節減しながら、下水道（汚水）

整備、浸水対策、地震対策、管路施設の改築、ポンプ場機械設備の改修を進

めます。 

ビジョンの施策を実現するための投資額は、流域下水道の建設費負担金を 

含め、令和元年度からの 10 年間で約 554 億円を見込んでいます。 

    経費回収率や企業債残高などに留意しながら、良好な下水道サービスを継

続的に提供することを目指します。 

「川口市下水道ビジョン」 理念 

安全で快適なくらしを未来へつなぐ 川口の下水道 

快適な生活環境の実現 

安全・安心なくらしの実現 

下水道事業の経営の健全化 

下水道施設の適切な管理 

「第 5 次川口市総合計画」 基本方針 

災害に強く、いつでも安心して上下水道を利用できる環境をつくるととも

に、安全な水道水の提供と、公共用水域の水質保全を推進します。 
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※上記金額には、一部に収益的支出を含む。 
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第７章 投資・財政計画（収支計画） 

１ 投資・財政計画（収支計画） 

   別紙（様式第 2号）のとおり。 

 

２ 投資・財政計画（収支計画）策定に当たっての説明 

 （１）収支計画のうち財源についての説明 

   これまでどおり、国庫補助金を活用し、事業を進めていくものとし、個々

の施策に対する財源については、後述の「（２）収支計画のうち投資につい

ての説明」にある施策ごとに試算しています。 
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① 国庫補助金の見通し 

   国庫補助対象事業については、原則、国庫補助金を活用し事業を進めます。 

    

         

 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   今後の国庫補助金の見込額は、年度ごとの事業量に基づき試算していま 

す。 
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② 一般会計繰入金の見通し 

   一般会計繰入金は、平成 27 年度には約 43 億円の繰入がありましたが、 

下水道使用料の改定により、平成 28 年度は約 35 億円、平成 29 年度は約 33 

億円に減少しました。平成 30 年度は企業会計移行に伴う引継金を計上した 

ことにより、約 41 億円にまで増加しましたが、令和元年度以降は再び減少 

しています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   下水道事業を含む公営企業は、「企業性（経済性）の発揮」と「公共の福 

祉の増進」を経営の基本原則としており、その経営に要する経費は経営に伴 

う収入をもって充てる独立採算制が原則とされています。 

  なお、下水道事業においては、雨水処理に要する経費は公費（税金）で 

賄い、汚水処理に要する経費は私費（下水道使用料）で賄うという考え方 

があり、本市においても、雨水処理に要する経費には公費（国が示す基準内 

の一般会計繰入金）が充てられていますが、汚水処理に要する経費のうち、 

下水道使用料で賄えない経費についても、不足分を公費（国の示す基準外の 

一般会計繰入金）で補てんしているのが現状です。 

    平成 28 年度と平成 30 年度の 2 段階にわたり、下水道使用料を改定した 

ことから、経営状況は改善されているものの、今後も基準外の一般会計繰入 

金を見込まずに下水道事業を運営することは困難であることから、下水道使 

用料で賄えない経費については、基準外の一般会計繰入金を財源とする計画 

としています。 
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なお、今後の試算では、令和 4年度は 30.5 億円、令和 5年度以降は毎年 

30 億円を下回る水準で推移するものと見込んでいます。 

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 下水道使用料の見通し 

 「第５章 将来の事業環境」に記載のとおりです。 
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④ 企業債の見通し 

   企業債は、主に国庫補助対象事業費に国庫補助金を充てた残りの財源や、 

市単独事業費の財源として借り入れるものです。 

   本市の地方債残高は、旧鳩ヶ谷市と合併した平成 23 年度末の約 610 億 5 

千万円をピークに毎年減少し、平成30年度末で約547億円となっています。

企業会計移行後の企業債残高は、令和元年度末で約 541 億円、令和 2年度 

末で約 540 億円となっています。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※平成 30 年度までは地方公営企業法適用前であったため「地方債」と表記。 

                                     

   企業債の借入は、老朽化する施設の更新費用等を調達するうえで有効な 

手段であるものの、過度に借入に頼ることは、将来世代の負担につながりま 

す。そのため、この度の試算では、企業債残高を抑制し、世代間の公平性を 

保つとともに、元金償還金及び支払利息の軽減を図ることを目標としました。 

 上記目標に基づく試算の結果、令和 10 年度末までの企業債残高は、545 億 

円以内で推移する見込みとなっています。 

                                     

令和元年度末残高 （実績） 54,086 百万円 

令和 2年度末残高 （実績） 54,016 百万円 

令和 10 年度末残高 （見込） 54,324 百万円 
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（２）収支計画のうち投資についての説明 

① 下水道（汚水）整備                                    

下水道（汚水）整備 

10 年間の投資額 20,302,479 千円 

下水道処理人口普及率 
87.57％（R1） 

（実績）  

87.92％(R2) 

（実績） 
⇒  90.54％（R10） 

                        

   下水道（汚水）の整備が進んでいない地域については、既に整備している

地域と早期に均衡を図るよう整備を進めます。また、土地区画整理事業など

が計画・実施されている地域については、街路整備の進捗にあわせて整備を

行うほか、一定の条件を満たす場合には、先行して整備を進めます。 

   

                                     

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記表には、下水道維持課による汚水管整備費も含む。 

    

                                  

   今後は、令和 10 年度末において、下水道処理人口普及率 90.54％となる

よう整備を進めます。令和元年度から令和 10 年度までの総投資額の見込み

は 20,302,479 千円です。 
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※上記表（実績）には、下水道維持課による汚水管整備費も含む。 

 

                                    

   財源については、令和元年度から令和 8 年度までは、中川流域において

事業費の 40％を国庫補助対象事業、60％を市単独事業としました。荒川左

岸南部流域においては、一部を除き市単独事業としました。  

   令和 9年度及び令和 10 年度は、下水道整備に対する国の予算の動向を踏

まえ、両流域において、100％市単独事業としました。 

   また、国庫補助対象事業の財源は、50％を国費、残りは企業債を充当し、

市単独事業の財源は全額企業債を充当しました。 

   補償費については、一般会計繰入金を充当しました。 
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② 浸水対策 

浸水対策 

10 年間の投資額 6,179,040 千円 

整備排水区数 4 箇所（R10） 

                                   

   本市では、近年多発する集中豪雨等による被害を軽減するため、浸水被害

の大きい地域から下水道（雨水）の整備を行っています。今後も、土地利用

の変化や低い土地の形状などに伴い浸水被害が発生している地域では、引

き続き雨水管きょを整備するほか、雨水貯留施設などの整備を検討します。 

                                     

    

 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   浸水対策としては、令和元年度から令和 10 年度までに着手する整備排水

区数について、4箇所を目途に整備を進め、総投資額は 6,179,040 千円を見

込んでいます。特に、令和元年度から令和 5 年度までの 5 カ年計画で進め

ている東川口駅周辺浸水対策工事に関連し、令和 2 年度及び令和 3 年度の

事業費が多くなっています。 
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   財源については、年度ごとの事業費のうち、60％を国庫補助対象事業、

40％を市単独事業とし、国庫補助対象事業は 50％を国費、残りは企業債を

充当しました。 

   また、市単独事業の財源は全額企業債を充当しました。 
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③ 地震対策 

地震対策 

10 年間の投資額 6,878,502 千円 

重要な幹線等の耐震化率 54.5％（R1） 54.6％（R2） ⇒ 59％（R10） 

マンホール浮上防止対策率 50.2％（R1） 56.4％（R2） ⇒ 63％（R10） 

ポンプ場の耐震化率 23.8％（R1） 28.5％（R2） ⇒ 81％（R10） 

マンホールトイレ設置率（箇所数） 33.7％（R1）  42.3％（R2）  ⇒ 100％（R10） 

※マンホール浮上防止対策率は、判定の結果、対策不要のものも含む。 

                                     

   地震による損傷などが原因で、下水道施設を長時間使用できなくなると、

市民生活や社会活動に極めて大きな影響が及びます。 

   こうしたことから、大規模地震等の発災時においても下水道の機能を確

保するため、下水道施設の耐震化（防災対策）と、被害の最小化（減災対策）

を組み合わせることにより、計画的な地震対策に取り組みます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

   今後も、地震対策は、原則、国庫補助金を活用しながら事業を進めます。 

   令和元年度から令和 10年度までの総投資額は 6,878,502 千円を見込んで

います。  
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※総合地震対策計画策定にかかる費用は、令和 5年度及び令和 10 年度に見込 

んでいる。 
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③－１ 重要な幹線等の耐震化率 

重要な幹線等の耐震化率 
54.5％(R1) 

（実績） 

54.6％(R2) 

（実績） 
⇒ 59％（R10） 

                                        

   地震対策のうち、重要な幹線等の耐震化については、令和 10 年度末の耐

震化率 59％を目標に事業を進めます。 

   財源については、事業費の 95％を国庫補助対象事業とし、国庫補助対象

事業の 50％を国費、残りは企業債を充当しました。市単独事業の財源は全

額企業債を充当しました。 
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③－２ マンホール浮上防止対策率 

マンホール浮上防止対策率 
50.2％（R1） 

（実績） 

56.4％（R2） 

（実績） 
⇒ 63％（R10） 

                                  

   地震対策のうち、マンホール浮上防止対策については、令和 10 年度末の

対策率 63％を目標に事業を進めます。 

   財源については、事業費の 95％を国庫補助対象事業とし、国庫補助対象

事業の 50％を国費、残りは企業債を充当しました。市単独事業の財源は全

額企業債を充当しました。 

                                     

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

※判定の結果、対策不要と診断されたものも含む。 
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③－３ ポンプ場の耐震化率 

ポンプ場の耐震化率 
23.8％（R1） 

（実績） 

28.5％（R2） 

（実績） 
⇒ 81％（R10） 

                                   

   地震対策のうち、ポンプ場の耐震化については、新耐震基準を満たす荒川

町ポンプ場と辻ポンプ場を除く市内 19 箇所のポンプ場の耐震診断を令和 5

年度までに完了すること、また、令和 10 年度末の耐震化率を 81％とするこ

とを目標に事業を進めます。 

   財源のうち、耐震診断に関するものについては、事業費の 95％を国庫補

助対象事業、5％を市単独事業とし、国庫補助対象事業の 50％を国費、残り

は一般会計繰入金を充当しました。耐震工事や耐震設計に関するものにつ

いては、事業費の 95％を国庫補助対象事業、5％を市単独事業とし、国庫補

助対象事業の 50％を国費、残りは企業債を充当しました。 

   なお、市単独事業のうち、企業債を充当できるものは全額企業債を充当し、

支障設備の移設など企業債を充当できないものについては、全額一般会計

繰入金を充当しました。 
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③－４ マンホールトイレ設置率（箇所数） 

マンホールトイレ設置率（箇所数） 
33.7％（R1） 

（実績） 

42.3％（R2） 

（実績） 
⇒ 100％（R10） 

                                   

地震対策のうち、避難所などへの災害用マンホールトイレの設置について

は、令和 10 年度末に完了することを目標に事業を進めます。 

   財源については、事業費の 50％を国庫補助対象事業、残りを市単独事業

とし、国庫補助対象事業は 50％を国費、残りは企業債を充当しました。市

単独事業は全額企業債を充当しました。 
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④ 管路施設の改築 

管路施設の改築 

10 年間の投資額 6,222,125 千円 

改築済み延長累計 
51.6 ㎞（R1） 

（実績） 

53.9 ㎞（R2） 

（実績） 
⇒ 75.8km（R10） 

                                         

   本市では、今後、標準耐用年数を超える管路施設が年間約 15 ㎞ずつ増え

ていく見込みです。流下機能の継続的な維持や道路陥没など管路施設の不

具合に起因する事故を未然に防止するため、適切な維持管理を行い、計画的

な改築に取り組みます。 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   管路施設の改築においては、ストックマネジメント計画に基づき、国庫補

助金を活用しながら事業を進めます。 

   経営戦略初年度の令和元年度末時点において、標準耐用年数を超える管

路延長 224.6km に対し、改築済み延長累計は 51.6 ㎞でしたが、令和 10 年

度末には、標準耐用年数を超える管路延長 333.9km に対し、改築済み延長累

計は 75.8 ㎞に達する見込みです。 

   なお、令和10年度末までの10年間における調査済み延長累計を154.6km、

改築済み延長累計を 26.7km とし、総投資額は、6,222,125 千円を見込んで

います。 
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   今後、5年に 1 度、ストックマネジメント計画の見直しを行いますが、計

画見直しにかかる費用については、国庫補助金と一般会計繰入金を充当し

ました。 

   管路及びマンホールの点検調査については、事業費の 85％を国庫補助対

象事業としました。国庫補助対象事業の財源については、50％を国費とし、

残りは下水道使用料を充当しました。市単独事業分の財源については、一般

会計繰入金を充当しました。 

   改築工事については、国庫補助対象事業の財源のうち 50％を国費とし、

残りは企業債を充当しました。市単独事業分の財源については、企業債及び

一般会計繰入金を充当しました。 
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⑤ ポンプ場機械設備の改修 

ポンプ場機械設備の改修 

10 年間の投資額 10,449,975 千円 

設備改修事業着工済み施設数 7 施設（R10） 

                                   

   ポンプ場機械設備の改修においても、ストックマネジメント計画に基づ

き優先順位を定め、国庫補助金を活用しながら事業を進めます。令和 10 年

度末までの設備改修事業着工済み施設数を 7 施設とし、総投資額は

10,449,975 千円を見込んでいます。 

   点検調査については、全て市単独事業とし、財源については、下水道使用

料を充当しました。 

   改修工事については、事業費の 66％を国庫補助対象事業とし、残りを市

単独事業としました。財源については、国庫補助対象事業の 50％を国費と

し、残りは企業債を充当しました。市単独事業分は、一般会計繰入金及び下

水道使用料を充当しました。 

                                     

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 40 - 

 

⑥ 流域下水道建設費負担金 

流域下水道建設費負担金 

10 年間の負担金見込額 5,385,049 千円 

                                     

   10 年間の流域下水道における建設費負担金については、過去の実績に基

づき算出し、5,385,049 千円を見込んでいます。 

   財源については全額企業債を充当しました。 
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 （３）収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

   

①  職員給与費 直近の決算額に基づき算定しています。 

  

②  動力費   直近の予算額に基づき算定しています。 

   

③  薬品費   直近の予算額に基づき算定しています。 

 

④  修繕費   過去の実績を踏まえ算定しています。 

 

⑤  委託料   過年度実績額に、ストックマネジメント計画に基づく 

    点検調査等の増加分を加え積算しています。 

 

⑥  民間活力の活用  

           平成 17 年度から検針・収納等業務について包括的民間 

          委託を導入しています。 

また、ポンプ場の運転管理（横曽根中継・荒川町・竪前 

橋・里・新堀中継）のほか、管内清掃及び管内調査、耐震 

診断、詳細設計など、民間委託可能な業務については、委 

託することにより、業務の効率化を図っています。 

 

⑦ 流域下水道維持管理費負担金 

            処理水量に現行の 1 ㎥当たりの処理単価（荒川左岸南部 

流域 36 円、中川流域 40 円）を乗じて算定しています。 

 

 

３ 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組みや今後検討予定の取組み概要 

（１）今後の投資についての考え方・検討状況 

① 広域化・共同化・最適化に関する事項 

   平成 15 年 3 月に領家下水処理場を廃止した後、全てを埼玉県下水道公社 

が運営する流域下水道に接続し終末処理をしており、既に広域化されていま 

す。 
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 ② 投資の平準化に関する事項 

   ストックマネジメント計画を 5年ごとに見直し、膨大な下水道施設の状 

況を客観的に把握、評価することにより、長期的な状態を予測しながら、適 

宜、計画的かつ効率的に下水道施設の管理を行い、建設投資にかかる経費の 

平準化を図ります。 

 

 ③ 水洗化率（下水道接続率）の向上の取組み 

   下水道（汚水）は、接続されてはじめてその効果（生活環境の改善や河川 

などの水質保全）を発揮します。また、水洗化率を向上させることは、資産 

の有効活用や下水道使用料の収入確保にもつながります。このため、戸別訪 

問などによる水洗化促進活動や下水道（汚水）に接続するための工事費用に 

対する支援を引き続き行います。 

  

（２）今後の財源についての考え方・検討状況 

① 下水道使用料の見直しに関する事項 

   本市では、平成 28 年 7 月と平成 30 年 7 月の 2段階にわたり、41.23％と 

なる下水道使用料の改定を行いました。これにより、改定前の平成 27 年度 

末には 66.94％であった経費回収率は、令和 2 年度末現在で 86.48％となる 

など、経営状況はやや改善されたものの、未だ 100％には届かず、不足分を 

一般会計繰入金により補てんする状況が続いています。 

今後は、官民連携や DX の推進など、新たな取組みによる経営の効率化・ 

経費削減策についても検討を進め、更なる財務状況の改善や経営基盤の強 

化に努めます。また、引き続き経費回収率の推移を注視し、適宜、適正な下

水道使用料について検討を行います。 

  

 

  官民連携とは 

…行政と民間が連携し、民間の持つ多種多様なノウハウ・技術を活用する 

ことにより、サービスの向上、財政資金の効率的使用や業務の効率化を 

図ること。 

 

  DX（デジタルトランスフォーメーション）とは 

…データとデジタル技術を活用し、顧客や社会のニーズを基に、サービス、 

ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、企業文化・ 

風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。（経済産業省資料より） 
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 ② その他の取組み 

   本市下水道事業は、平成 31年 4月に地方公営企業法の規定を全部適用し、 

企業会計方式へ移行しました。これにより、経営成績や財政状態などをより 

正確に把握し、的確な事業運営と経営の健全化及び効率化に努めます。 

 

（３）投資以外の経費についての考え方・検討状況 

① 民間活力の活用に関する事項・職員給与費に関する事項・委託費に関す 

 る事項 

包括的民間委託をはじめとする官民連携の手法や、DX の推進など、抜本 

  的な経営改革、更なる経費削減に資する取組みについて調査・研究を行い、 

各種費用や職員体制の見直しにつながるよう検討を進めます。 

 

 ② 動力費に関する事項 

   ストックマネジメント計画に基づき、計画的かつ効率的な設備更新を行 

いつつ、更新の際は省エネルギーに配慮した機器を選定することにより、動 

力費の抑制に努めます。 

 

 ③ 薬品費に関する事項 

   汚泥をドラム缶に入れて密閉するなど、汚泥処理を工夫することにより 

  薬品費の抑制に努めます。 

 

 ④ 修繕費に関する事項 

   ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した設備を効率的に更新す 

ることにより、修繕費の抑制に努めます。 

 

 

第８章 経営戦略の事後検証、改訂（改定）等に関する事項 

  毎年 1回、下水道事業評価（中間評価）とあわせローリングを実施すること 

 により、策定（Plan）、各種事業の実施（Do）、進捗状況の確認（Check）、改善 

 の検討（Action）を繰り返すPDCAサイクルによる継続的な改善を図りながら、 

各種事業を実施していきます。 

また、下水道事業に関連する他計画や水道事業の動向も踏まえつつ、概ね 3 

 年～5 年毎の適切な時期に経営戦略の改訂（改定）について検討を行います。 
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第９章 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

 

①経営健全化に関する指標 

 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

経費回収率

の向上 

ｽｹｼﾞｭｰﾙ 87.0 87.1 88.8 88.1 88.1 88.2 88.3 

  経営戦
略改訂 

   経営戦
略改訂 

内容 今後 10 年超は大規模な更新工事が続き、経費回収率は伸び

悩むものと見込まれます。 

今後も経費回収率の推移を注視し、経営戦略改訂(改定)等

とあわせ、適正な下水道使用料について検証を行います。 

業績指標 86.5％(R2)→88.3％(R10) 

 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

企業債残高

の抑制 

内容 企業債残高を抑制することにより、後年度の負担軽減を図

るとともに、過度に企業債に依存しない経営体質を目指し

ます。 

業績指標 企業債残高を令和 4年度以降一定以下に保つ。 

②収入増加のための取組 

 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

水洗化促進

活動 

ｽｹｼﾞｭｰﾙ 94.75 94.76 94.78 94.79 94.80 94.82 94.83 

内容 供用開始地区や未接続世帯に対し、戸別訪問を実施し、水洗

化率の向上を図ります。 

業績指標 水洗化率 94.30%(R2)→94.83％(R10) 

③支出削減のための取組 

 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

官民連携・DX

推進に関す

る調査・検討 

ｽｹｼﾞｭｰﾙ 検討   導入    

内容 包括的民間委託など、官民連携の取組みや DX 推進に関する

先進事例の調査・研究を行い、本市における導入可能性につ

いて検証を行います。 

また、導入可能な取組みについては、令和 7年度を目標に具

体的導入を検討します。 
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